
   宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要領の一部を改正する要綱 

宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要領（平成 25 年 2 月 28 日施行）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（趣旨） 

第１ 宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［産地基幹施設等支援タイプ等］によ

る対策は，強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱（平成３１年４月１日付け

３０生産第２２１８号農林水産事務次官依命通知）（以下，「国実施要綱」という。）, 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプの交付対象事

業事務及び交付対象事業費の取扱いについて（平成３１年４月１日付け３０食産第５３

９５号農林水産省食料産業局長，３０生産第２２２０号農林水産省生産局長，３０政統

第２１９３号農林水産省政策統括官通知），強い農業・担い手づくり総合支援交付金の

うち産地基幹施設等支援タイプの配分基準について（平成３１年４月１日付け３０食産

第５３９４号農林水産省食料産業局長，３０生産第２２１９号農林水産省生産局長，３

０政統第２１９２号農林水産省政策統括官通知）（以下，「配分基準通知」という。）

及び令和２年から３年までの冬期の大雪及び令和３年福島県沖を震源とする地震被災産

地施設支援対策実施要領（令和３年４月１日付け２食産第６５８７号農林水産省食料産

業局長，２生産第２４１６号農林水産省生産局長，２政統第２５８７号農林水産省政策

統括官通知。以下「国被災産地実施要領」という。）によるもののほか，本要領に定め

るところによるものとする。 

 

（対策の対象） 

第２ 国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣による対策の支援対象は，国実施要綱第３

の１に定めるものとし，その具体的なメニュー，事業実施主体，採択要件等は国実施要

綱別表１のⅠに掲げるとおりとする。 

国被災産地実施要領による対策の支援対象は，国被災産地実施要領の第２，第４，別

紙１及び２に定めるものとする。 

 

（対策の実施等の手続き） 

第３ 事業実施主体は，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣による対策を実施する場

合は，宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［産地基幹施設等支援タイプ］実

（趣旨） 

第１ 宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［産地基幹施設等支援タイプ等］によ

る対策は，強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱（平成３１年４月１日付け

３０生産第２２１８号農林水産事務次官依命通知）（以下，「国実施要綱」という。）, 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプの交付対象事

業事務及び交付対象事業費の取扱いについて（平成３１年４月１日付け３０食産第５３

９５号農林水産省食料産業局長，３０生産第２２２０号農林水産省生産局長，３０政統

第２１９３号農林水産省政策統括官通知），強い農業・担い手づくり総合支援交付金の

うち産地基幹施設等支援タイプの配分基準について（平成３１年４月１日付け３０食産

第５３９４号農林水産省食料産業局長，３０生産第２２１９号農林水産省生産局長，３

０政統第２１９２号農林水産省政策統括官通知）（以下，「配分基準通知」という。）

及び国産農畜産物供給力強靱化対策実施要領（令和２年４月３０日付け２生産第２９０

号農林水産省生産局長，２政統第３０１号農林水産省政策統括官通知。以下「国供給力

強靱化実施要領」という。）１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１によるもののほか，本要領に定め

るところによるものとする。 

 

（対策の対象） 

第２ 国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣による対策の支援対象は，国実施要綱第３

の１に定めるものとし，その具体的なメニュー，事業実施主体，採択要件等は国実施要

綱別表１のⅠに掲げるとおりとする。 

国供給力強靱化実施要領による対策の支援対象は，国供給力強靱化実施要領の第２，

第４，別紙に定めるものとする。 

 

（対策の実施等の手続き） 

第３ 事業実施主体は，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣による対策を実施する場

合は，宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［産地基幹施設等支援タイプ］実



施計画を作成し，別紙様式第１号に実施計画（別紙様式第１号別添１）を添付し，知事

に提出してその承認を受けるものとする。また，国被災産地実施要領  による対策を

実施する場合は，宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［被災産地施設支援対

策］実施計画（別紙様式第１号別添２）を添付し，知事に提出してその承認を受けるも

のとする。 

なお，事業メニューに応じて，実施計画の審査に必要な項目を追加して求めるものと 

する。 

２ 事業実施主体は，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣により穀類乾燥調製貯蔵施

設等再編利用の取組，集出荷貯蔵施設等再編利用の取組，農産物処理加工施設等再編利用

の取組，食肉等流通体制再編整備の取組，国内産糖・国内産いもでん粉工場再編合理化の

取組及び乳業再編等整備の取組を行う場合，また，国被災産地実施要領  により共同利

用施設等の整備において再編合理化を行う場合は，別紙様式第２号に国実施要綱別記１の

ⅡのⅡ－２の第２の６に定める再編利用計画又は再編合理化計画を添付し，知事に提出し

てその承認を受けるものとする。 

３ 知事は，１により提出された実施計画が，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣に

よる対策を実施する場合は国実施要綱，国被災産地実施要領による対策を実施する場合は

国被災産地実施要領    の要件を満たすとともに，事業の規模が適切であり，かつ，

実施計画の達成が確実であると見込まれる場合，その承認を行うものとする。 

４ 知事は，２により提出された再編利用計画又は再編合理化計画が，目標達成の観点から

妥当と認められる場合，その承認を行うものとする。 

５ 実施計画の重要な変更は，別紙様式第１号により，１及び２に準じて行うものとする

が，重要な変更以外の軽微な変更については，別紙様式第３号により知事に届け出るもの

とする。なお，重要な変更とは，次の（１）から（５）に該当する場合とする。 

(１) 成果目標の変更 

 (２) 特認団体又は都道府県が実施する事業内容の変更 

(３) 地域提案の事業内容の変更 

（４） 事業実施主体の変更 

（５） 事業の中止又は廃止 

 

第４～第１１ （略） 

施計画を作成し，別紙様式第１号に実施計画（別紙様式第１号別添１）を添付し，知事

に提出してその承認を受けるものとする。また，国供給力強靱化実施要領による対策を

実施する場合は，宮城県強い農業・担い手づくり総合支援交付金［供給力強靱化対 

策］実施計画（別紙様式第１号別添２）を添付し，知事に提出してその承認を受けるも

のとする。 

なお，事業メニューに応じて，実施計画の審査に必要な項目を追加して求めるものと 

する。 

２ 事業実施主体は，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣により穀類乾燥調製貯蔵施

設等再編利用の取組，集出荷貯蔵施設等再編利用の取組，農産物処理加工施設等再編利用

の取組，食肉等流通体制再編整備の取組，国内産糖・国内産いもでん粉工場再編合理化の

取組及び乳業再編等整備の取組を行う場合，また，国供給力強靱化実施要領により共同利

用施設等の整備において再編合理化を行う場合は，別紙様式第２号に国実施要綱別記１の

ⅡのⅡ－２の第２の６に定める再編利用計画又は再編合理化計画を添付し，知事に提出し

てその承認を受けるものとする。 

３ 知事は，１により提出された実施計画が，国実施要綱の｢産地基幹施設等支援タイプ｣に

よる対策を実施する場合は国実施要綱，国供給力強靱化実施要領による対策を実施する場

合は国供給力強靱化実施要領の要件を満たすとともに，事業の規模が適切であり，かつ，

実施計画の達成が確実であると見込まれる場合，その承認を行うものとする。 

４ 知事は，２により提出された再編利用計画又は再編合理化計画が，目標達成の観点から

妥当と認められる場合，その承認を行うものとする。 

５ 実施計画の重要な変更は，別紙様式第１号により，１及び２に準じて行うものとする

が，重要な変更以外の軽微な変更については，別紙様式第３号により知事に届け出るもの

とする。なお，重要な変更とは，次の（１）から（５）に該当する場合とする。 

(１) 成果目標の変更 

 (２) 特認団体又は都道府県が実施する事業内容の変更 

(３) 地域提案の事業内容の変更 

（４） 事業実施主体の変更 

（５） 事業の中止又は廃止 

 

第４～第１１ （略） 



 

 

 

別紙様式第１号別添１ （略） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第１号別添１ （略） 

 

別紙様式第１号別添２ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙様式第６号別添１～２（略） 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第６号別添１～２ （略） 

 

別紙様式第６号別添３ 

 



 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



附 則 

１ この要綱は，令和３年６月１日から施行する。 

２ 令和２年度までに実施した事業（令和元年８月から９月の前線に伴う大雨（台風第１０号，第１３号，第１５号及び第１７号の暴風雨を含む。）及び台風第１９号等被災産地施設整備等対策実施要領（令和

元年１１月１９日付け元食産第３０２９号農林水産省食料産業局長，元生産第１１６０号農林水産省生産局長，元政統第１１５２号農林水産省政策統括官通知。），国産農畜産物供給力強靱化対策実施要

領（令和２年４月３０日付け２生産第２９０号農林水産省生産局長，２政統第３０１号農林水産省政策統括官通知。）に係る取組を含む。）については，なお従前の例によることとする。 

 

 

 

参考様式１～３ （略） 

 

 

 

 

 

参考様式１～３ （略） 

 

 


